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Ⅰ．研究開発課題（プロジェクト）概要 

 

プロジェクト名 低レベル放射性廃棄物の処分に関する技術開発 

行政事業レビュ

ーとの関係 

平成２８年度 行政事業レビューシート 事業番号 ０４０１ 
平成２９年度 行政事業レビューシート 事業番号 ０３２２ 
平成３０年度 行政事業レビューシート 事業番号 ０３２２ 

上位施策名 
第４期科学技術基本計画（平成２３年８月）、エネルギー基本計画（平成２６

年４月）、特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針（平成２７年５月） 

担当課室 経済産業省資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 放射性廃棄物対策課 

プロジェクトの目的・概要 

 原子力発電に伴って発生する低レベル放射性廃棄物のうち、放射能レベルが比較的高い廃棄物

を対象とする中深度処分（地下 70m以深）に関し、地下空洞型処分施設の閉鎖後の人工バリアの

長期健全性を確認するためのモニタリング技術を開発するとともに、放射能濃度が極めて低く放

射性廃棄物として扱う必要がないクリアランスレベル金属に関し、中深度処分で使用する廃棄物

容器として再利用する技術を開発し、中深度処分の円滑化を図る。 

具体的には、実際の地下環境下において構築された中深度処分を想定した実物大の地下空洞を

活用し、中深度処分施設の閉鎖後の長期的な管理に資するため、人工バリアや周辺岩盤の長期に

亘る機能確認方法の確立を行うとともに、原子力発電所などの解体から生じるクリアランスレベ

ル以下の金属廃棄物を、中深度処分を想定した放射線遮蔽能力・耐久性を有する廃棄物容器に有

効利用するための技術開発等を行う。これらを通じて、中深度処分等に関する国民理解の獲得・

促進と着実な処分の実施を推進する。 

 

 

予算額等（委託）                           （単位：百万円） 

開始年度 終了年度 中間評価時期 終了時評価時期 事業実施主体 

昭和６２年度 令和６年度 
（予定） 

平成２８年度 令和７年度（予定） 

原 子 力 環 境 整 備 促

進・資金管理センタ

ー、神戸製鋼所／日本

製鋼所 

H28FY 執行額 H29FY 執行額 H30FY 執行額 総執行額 総予算額 

２１９ ２０９ １６７ ５９５ ６２０ 
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①個別要素技術開発：地下空洞型処分施設機能確認試験 

１．事業アウトカム 

 

事業アウトカム指標 

【指標】 

中深度処分施設の閉鎖後の長期的な管理に資する技術を構築・提示する上で必要な検討項目数。 

 

【設定理由・根拠等】 

着実に各検討項目を実施することで、信頼性のある技術開発・知見となり、これが中深度処分に対

する納得感・安心感の醸成に資すると考えられる。 

指標目標値 

事業開始時（平成２７年度） 計画： 

事業終了時までに

24項目 

実績：－ 

 

中間評価時（平成２８年度） 実績：10項目 

• 転圧工法と吹付け工法の併用により、要求性能

を満たす埋戻しを実施できることを確認した。 

• 人工バリア内に設置した土圧計等で上部埋戻

し施工が処分施設へ影響を与えないことを確

認した。 

• 実規模施設を使用した機能確認試験の設備設

計に必要な試験項目を抽出した。 

中間評価時（令和元年年度） 実績：20項目 

• 解析及び既往文献調査に基づき、処分場におけ

る熱、水、力学、化学に係る挙動を予測した上

で、実施可能と考えられるモニタリング項目、

内容及びその時期について検討した。 

• 規制動向等を踏まえ、既存計測技術に基づくモ

ニタリングと光ファイバセンサーを活用した

モニタリングの案を例示した。 

終了時評価時 実績：―項目 

 

 

２．研究開発内容及び事業アウトプット 

（１）研究開発内容 

【概要】 

図２．B－１を基礎として、平成 26 年度までに大断面の地下空洞内に構築した実規模施設を活

用し、処分施設閉鎖後の長期的な管理に資するため、人工バリアや周辺岩盤の長期に亘る機能確

認方法を確立する。 

 
図２．B－１ 全体スケジュール 





5 
 

（２）事業アウトプット 

事業アウトプット指標 
【指標】 
事業実施によって得られた技術や知見に関する外部発表件数 
 
【設定理由・根拠等】 
各種アウトプットの過程においては、種々の要素技術など外部発表が可能な知見が得られる。そこでア

ウトプットの指標として外部発表件数とする。 
指標目標値 

事業開始時（平成２５年度） 計画： 

事業終了時までに

複数件の外部発表 

実績：－ 

 

中間評価時（平成２８年度） 23 件 
低レベル放射性廃棄物処分における埋戻し材に関

する材料特性評価試験、実施規模で施工した緩衝材

（ベントナイト）の透水係数の評価などについて公表 

中間評価時（令和元年度） 17 件 
研究の全体概要、シナリオ検討、挙動解析、バリア材の

試験研究、光ファイバセンサーを始めとする計測技術、

施設挙動・地震動挙動計測及び評価などを公表 

終了評価時（令和４年度） 実績：－ 

 

 

＜共通指標実績＞ 

論文数 
論文の 

被引用度数 

特許等件数 

（出願を含む） 

特許権の

実施件数 

ライセンス

供与数 

国際標準へ

の寄与 

プロトタイ

プの作成 

16 ― ― ― ― ― ― 

 

３．当省(国)が実施することの必要性 

「資料６ 第１章 I．複数プログラムの概要の３．当省（国）が実施することの必要性」の通り。 

 

４．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 
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５．研究開発の実施・マネジメント体制等 

 
 

６．費用対効果 

「資料６の６．費用対効果」の通り、平成 28 年度から平成 30 年度の期間において、当該技術開

発には 4.2億円の国費を投入している。その中で 17件の外部発表等を実施しており、アウトプット・

アウトカムと。照らし合わせても妥当であると考えられる。 
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（２）事業アウトプット 

事業アウトプット指標 
【指標】 
事業実施によって得られた技術や知見に関する外部発表件数及び地元地域の方々への理解の獲得・促

進に向けた説明会の回数。 
 
【設定理由・根拠等】 
各種アウトプットの過程においては、種々の要素技術など外部発表が可能な知見が得られる。そこでア

ウトプットの指標として外部発表件数を指標とする。また、アウトカムに向けた活動として地元地域の方々

への説明会も指標とすることとした。 
指標目標値 

事業開始時（平成３０年度） 計画： 

事業終了時までに複

数件の外部発表 

実績：－ 

 

中間評価時（平成 28年度） 実績：2 件 

実際のクリアランス金属廃棄物を使用した実証

試験に関する成果報告会を実施。 

終了評価時（令和元年度） 実績：４件 

クリアランス金属廃棄物の工場への搬入、及び

金属容器の試作結果などに関する説明会を実

施。 

 

＜共通指標実績＞ 

論文数 
論文の 

被引用度数 

特許等件数 

（出願を含む） 

特許権の

実施件数 

ライセンス

供与数 

国際標準へ

の寄与 

プロトタイ

プの作成 

― ― １ ― ― ― ― 

 

 

３．当省(国)が実施することの必要性 

「資料６ 第１章 I．複数プログラムの概要の３．当省（国）が実施することの必要性」の通り。 

 

４．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 
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５．研究開発の実施・マネジメント体制等 

 
 

６．費用対効果 

「資料６の６．費用対効果」の通り、平成 28 年度から平成 29 年度の期間において、当該技術開

発には 1.7 億円の国費を投入している。その中で 6 件の地元地域に向けた説明会を実施している。

加えて、現在は本技術開発で得られた成果に基づき材料規格化が進められており、アウトプット・

アウトカムと。照らし合わせても妥当であると考えられる。 

 


